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－インド ネシアでの経験から－
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はじめに

　 平成 12年 6月の外務省の「 政府開発援助

に関する中期計画」にも盛り 込まれているよ

う に、日本の国際開発協力において近年“ 顔

の見える援助”の重要性が指摘されるよう に

なっている 。 日本と いう 抽象的な概念よ り

も 、個々の日本人が汗をかいている様子がみ

える国際協力と いう こ と と 理解すれば、国際

協力が途上国の人々にと ってもまた日本の国

民にと っても よ り 具体的で身近なも のと な

り 、その意味では歓迎されるべきこ と であろ

う ｡

　 しかし 、まさに現地での日本の“ 顔” たる

べき、専門家やその他の国際協力に従事して

いる日本人がはたし てどのよ う な“ 顔” を

もって活動を行っているのかは必ずしも明ら

かではない｡筆者らが行った調査1)によれば、

専門家は少なからず問題を抱えていること が

明らかになっている。それは単に専門家個人

の資質の問題に止まらず、専門家に実際に期

待されていること と 額面上の職務内容と の乖

離、専門家の養成・ 募集システム、事前の準

備、サポート システムなど多岐にわたってい

る。

　 さ らには、専門家の役割も多様化しつつあ

り 、従来の技術移転型専門家に加え、政策ア

ド ヴァイザーや調整型専門家などと 呼ばれる

専門家も増加している ｡

　 そこで本論では、派遣専門家の数が年々増

加しつつある教育分野を事例と して、自らの

1 年間のイ ンド ネシアでの国際協力事業団

（ JICA） 派遣長期専門家の経験をも踏まえ、

長期専門家の活動の一端を紹介しその問題点

や課題を指摘すると と もに、“ 顔の見える ”専

門家に向けての若干の提言を行おう と 試み

る ｡

　 なお長期専門家には、プロジェク ト に携わ

る専門家と 途上国の省庁等に単独で派遣され

ているいわゆる個別専門家と があり 、それぞ

れに事情が異なるため、こ こでは筆者の経験

した後者に焦点を絞って論ずる ｡

　

１ ． 何が期待されたか―専門家業務内容

（ Terms of Reference = TOR）

　 派遣前にまず個別専門家と してどのよう な

職務の遂行が期待されているかを知る手立て

が、 TORと いわれるものである。私の TOR
によれば、私はインド ネシア共和国の国民教

育省高等教育総局に配属され、高等教育行政

について何らかの“ 指導” を行う こ と になっ

ている ｡こ こで“ 指導” と いう 言葉を使った

のは、 この TORにおいて高等教育行政が私

の“ 指導科目” と されているためである ｡明

らかにこれは典型的な技術移転型専門家の発

想で、高等教育行政について優れた知識・ 技

能を有する私が、 そのよ う な知識や技能を

持っていないインド ネシア側（ 以下イ側と 呼

ぶ）カウンターパート に対してこれを移転す

ると いう 姿が想定されている ｡しかし 、 先に

述べたよう に専門家に期待される役割が多様

1) 黒田則博、澤村信英、西原直美「 国際教育協力長期派遣専門家に関する一考察―JICA教育専門家に対するアンケー

ト 調査の分析から 」 広島大学教育開発国際協力研究センター『 国際教育協力論集』 1999年Vol. 2 No. 2 pp. 155-

170.



国際教育協力長期派遣専門家に関する一考察－インド ネシアでの経験から

－ 34－

て議論できるこ と を楽しみにしていた｡

　 しかし私が初めて総局長に会った時の彼の

第一声は、「 黒田さんはこ こ でいったい何を

したいのか」 と いう ものであった｡私は一瞬

耳を疑ったが、黒田と いう 人間がインド ネシ

アの高等教育について何ができ、何をしてく

れるのかと いう 、いわば私に対する値踏みで

あると 理解した。プライド の高いインド ネシ

ア人、しかも高等教育総局長と いう 高い地位

にある人ならではの言い回しであった。決し

てこれをして欲しいと か、あれが必要だと い

う よ う な“ 懇願” はしない。 それにしても 、

インド ネシアの高等教育政策策定への私から

の何らかの貢献について、彼が一切言及しな

かったのはなぜだったのか｡

　 実はインド ネシアは、高等教育政策につい

てはすでに既定の路線を歩み始めており 、い

まさら高等教育政策について特にアド ヴァイ

スを必要と していなかったのである ｡つまり 、

規制緩和、 独立法人化、 アカウ ンタ ビ リ

ティ ー、公的部門への市場原理の導入等々に

特徴づけられる、いわゆる新自由主義に基づ

く 高等教育の構造改革路線が進行しつつあっ

たのである ｡この路線については、1996年に

総局が作成した「 高等教育長期発展計画　

1996 － 2005」 2)の中にその萌芽的なアイ

ディ アが散見され、 さ らには、 2000年7月

の「 高等教育戦略： ニュー・ パラダイムの実

施」 3)において一層鮮明な形で提示さ れてい

る ｡

　 それでは、これらの政策形成について誰が

助言し どのよ う な影響を与えたのであろう

か。少なく と も 、日本からこれまでにこのポ

スト に派遣されたアド ヴァ イザー4)ではなさ

そう である ｡日本において構造改革の流れの

中で、国立大学の独立法人化が本格化してき

化しつつあるのみならず、オーナーシッ プや

パート ナーシッ プが強調され、“ 援助する側”

と“ 援助される側” と の関係が再考されつつ

ある中、そもそも このよう な技術移転型の専

門家のみを念頭においた TOR自体が改訂さ

れる必要があるよう に思われる ｡

　 さ て、 も っと 具体的に何が期待さ れたの

か。第一に、「 政策策定に際しての情報提供、

助言」 を行い、イ側の「 高等教育に関する適

切な政策決定」 に貢献し、 第二に、「 高等教

育機関の運営に関する調査研究、指導、助言」

を行い、「 高等教育機関の運営の改善と 教育

研究の活性化」 を促し、 さ らには「 JICA 教

育関係諸プロジェク ト 及び各支援機関事業と

の連絡調整」 を行い、もって「 各高等教育支

援事業の効果的実施」に資するこ と と されて

いる。 明らかにこの TORは、 いわゆる政策

アド ヴァ イス型と 調整型、両方の専門家の役

割を期待している ｡

　 はたしてこのよう な TORに書かれている

役割が、 実際にイ 側の期待し ているも ので

あったのか。

２ ． 　 何をしよ う と したのか

（ １ ） TORは正確だったか

　 １ ）政策アド ヴァ イスが必要と いう のは本

当？

　 赴任するまでは、当然カウンターパート で

ある高等教育総局長に対して政策アド ヴァイ

スを行う こ と が、私の主たる職務であると 固

く 信じていた｡実際私自身、 高等教育の国際

化やグローバル化と 呼ばれる現象についてこ

こ数年資料も収集し、わずかではあるが研究

もしてきたつも り であったので、ある意味で

総局長と インド ネシアの高等教育政策につい

2) Ministry of Education and Culture, Directorate General of Higher Education, Framework for Long-Term Higher Education
Development 1996-2005, pp. 1-299, 1996.

3) Ministry of National Education & National Development Planning Agency, the Republic of Indonesia and the World Bank,
“New Paradigm in Higher Education”, Education Reform in the Context of Regional Autonomy: the Case of Indonesia, pp.
164-281, 2001と して再録。

4) 本ポスト に派遣された専門家は黒田で 6人目である ｡
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たのはこ こ 2～3年のこ と であり 、よほどの

構造改革推進論者でないかぎり 、このよ う な

政策の助言を行う 日本の大学関係者や教育行

政官はいないであろう ｡むしろ、 世界銀行の

影響がちら ほら 窺える ｡例えば先に述べた

「 高等教育戦略」は、1999年に世銀の支援を

得て国民教育省等が組織し た、 教育タスク

フォース報告書の高等教育に関する部分であ

る ｡また 1990 年代の中頃から 、 イギリ スや

オースト ラ リ アなどの高等教育の独立法人化

や民営化の最先端を行く 国の専門家が世銀の

コンサルタント と してインド ネシアに入り 、

セミ ナー等を通じ影響を与えたものと 思われ

る ｡

　 しかしこ こで強調しておきたいこ と は、ア

フリ カ諸国などでしばしば見られるよ う に、

世銀等の援助機関が政策文書を作成しそれが

そのまま当該国の政府文書と なると いった直

接的な影響あるいは介入は、インド ネシアに

限ってはあり えないと いう こ と である ｡途上

国と はいえ、高等教育行政については一応有

能な人材を有し ている 5)。 事実先のタ スク

フォースのメ ンバーはすべてインド ネシア人

であるし 、「 高等教育戦略」 の執筆者も同様

である。

　 要するに、イ側に政策立案能力もあり 、さ

らには既に高等教育政策が策定されているこ

と から 、そもそも最初からこのポスト に政策

立案へのアド ヴァイスなど求めていなかった

のである ｡

　 なお、 TOR の第二に掲げられている 「 高

等教育機関の運営に関する調査研究、 指導、

助言」 は、上記の高等教育の構造改革の実施

に関わるこ と と 理解されるが、これについて

も調査研究を除いては、イ側と しては、それ

は自分たち自身の仕事であって、外部の人間

が関与すべきこ と ではないと の態度であっ

た｡

　 ２ ） JICA等と の連絡調整が仕事？

　 TORの最後に書かれている「 JICA教育関

係諸プロジェク ト 及び各支援機関事業と の連

絡調整」 が、まさに連絡調整型専門家に期待

されている重要な役割である ｡この職務内容

の前段は、赴任当時実施されていた高等教育

分野での 3つのプロジェク ト を中心と する、

JICAの高等教育関連事業全体についてアド

ヴァ イ スを行う と と も に、 実際に連絡調整

（ 事業間及びJICAと 高等教育総局と の）に当

たるこ と であり 、後段は高等教育分野で協力

を行っている JICAを含む援助機関の間の連

携を図るこ と 、すなわちド ナー間協調を促進

するこ と である ｡

　 これらは教育協力を進めていく 上で確かに

重要なこ と ではあり 、後述するよう に、実際

に私の仕事の少なから ぬ部分を占めていた

が、イ側と の話し合いの中でこのよう な役割

を私が積極的に果たすよう 明確に要望された

こ と はなく 、むしろ直接的には JICAがこの

よう な役割を担う 人材を必要と したと いう こ

と であろう 。

　 さ らに、そもそも イ側にオーナーシッ プ意

識と それを行使できるだけの能力があれば、

事業間やド ナー間の調整や協調は、外部の者

ではなく イ側自身が行う べき性格のものであ

ろう ｡

　 ３ ） イ側に代わって案件の発掘・ 形成を行

う こ と が重要？

　 案件の発掘・ 形成は TORにこそ書かれて

いないが、イ側にと っても JICA側にと って

も暗黙裡に期待しているものであること は確

かであった｡事実前任の方々は、 新しいプロ

ジェク ト を作ろう と 努力されたよう であり 、

それが実を結んで実施に移されたプロジェク

ト も現にある ｡

　 しかし自助努力と それに基づく 要請主義を

重要な原則と する日本のODAにおいて、日

5) 局長ク ラスの人材は、 多く は大学の教官（ 大半が外国で博士号を取得)と の併任、 あるいはそれからの転職 (引抜

き )である ｡
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本から専門家を送り 当該国への援助事業案を

その国に代わって作成すると いう のは、いか

にも奇妙である ｡技術援助の本質は、例えば、

魚の捕り 方を教えるこ と であって、永久に魚

そのものを援助し続けるこ と ではないと 、誰

しもが指摘する ｡と するならばこ こでの本旨

は、いつまでも途上国のためにプロジェク ト

の発掘・ 形成を行う こ と ではなく 、そのこ と

ができるよう に能力の形成を支援すること で

あろう ｡

　 ４ ） 結論

　 以上のと おり 、最も専門性が必要と 思われ

る高等教育政策策定へのアド ヴァイスについ

ては、実はその要望はなく 、実際にイ側ある

いは JICA側が求めていたものは、連絡調整

的機能と 案件形成と いう 役務提供であると い

う こ と が徐々に明らかになってきた。しかも

これらの役割は本来的にはイ側が果たすべき

ものである、 と の認識を持つよう になった。

　 そこ で 1ヶ 月ほどいろいろ考えあぐねた

末、本来のあるべき方向に私の TORを変更

すべく 、その提案を高等教育総局長に提出す

るこ と と した。

（ ２ ）  TORの変更

　 上述のよう にイ側は、高等教育政策の策定

についてはその能力も あり 大いにオーナー

シッ プを発揮しているこ と は確かであるが、

こ と その政策実施のためにいかに国際的な協

力を活用するかについては、主体的な取組み

も十分ではなく その能力にも欠けていること

が明らかになってきた｡

　 この国の高等教育における開発予算（ 事業

費） は、毎年40～60％もの多く を外国から

の援助（ その大半が借款） に依存しているに

もかかわらず、それら外国からの支援が必ず

しも戦略的、計画的に活用されていないのが

実情である。これだけ政策立案についてオー

ナーシッ プの強いイ側であってみれば、自ら

が高等教育計画の一環と し て外国から の支

援・ 協力の必要性（ どの政策の実施にあたっ

て、どの分野において、どのよう な外国から

の協力が必要か）を明確にしておく こ と が不

可欠であろう 。すなわちより 戦略的な援助メ

ニューの作成が必要であろう 。

　 政策アド ヴァイスと いう 本来の役割が期待

されていないと いう のであれば、こ こにこそ

その職務の意義があると 認識し、高等教育総

局自身に“ 国際教育協力を活用する力”（ 案

件形成力、調整・ 交渉力等々） をつけても ら

う と と もに、それを推進する制度やシステム

を形成するこ と を目指すこ と と した｡

　 そこで、「 国民教育省高等教育総局が、 高

等教育発展計画にマッチした国際協力事業を

発掘し企画立案できるよ う になるこ と 」 を、

私の業務において達成すべき上位の目標と し

て業務実施計画書において明記した。これは

当初の TORを変更するこ と になるものであ

り 、カウンターパート である同総局長と の協

議・ 合意の上で設定したものである。

　 本専門家の場合、1年間と いう 短い任期で

もあり 、また国民教育省高等教育総局のアド

ヴァ イザーと いう 本来の立場から考えて、従

来し ばし ばそう であったよ う に、 イ 側に代

わって個々のプロジェク ト の発掘・ 形成を行

う と いう のではなく 、できればイ側自体にこ

のよう な意識や能力が形成されること を最終

的な目標と したものである。理想的には私の

よう なアド ヴァ イザーがこ こにいなく ても 、

イ側自身がその政策にマッチしたプロジェク

ト を形成・ 提案できるよ う になるこ と が望ま

れるのである。いずれにしても 、一貫して持

続可能性（ sustainability） を展望しつつ、イ

側のオーナーシッ プを重視・ 鼓舞し、能力形

成を促すと いう 態度で臨むこ と と した｡

３ ． 　 何をしたか

　 私が実際に行った活動は、2種類に大別さ

れる。 ひと つは、 新たに TORに盛り 込んだ

上記の“ 国際教育協力を活用する力” の形成

に関わる活動であり 、他方は旧来型の連絡調
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整的な業務である ｡以下に、 それぞれの主な

活動を記述した｡

（ １ ）“ 国際教育協力を活用する力” の形成

　 　 に向けて

　 １ ） 現行の高等教育政策・ 施策及び国際協

力事業のマッ ピング

　 イ側が主体的に、組織的、体系的で調整の

と れたプロジェク ト 形成ができるよ う に、ま

ず現下の高等教育戦略・ 政策と これまでの国

際的な協力・ 援助が対応しているのか、それ

と も相互の関係が十分意識されてこなかった

のかについて、いわば見取り 図を作る作業を

提案し高等教育総局の合意と 協力を得て、い

わゆる Review Table 作り を行った。 総局長

や各局長と の数回にわたるインタヴューや提

供された資料を基に、 2002年1月中旬に一

応の完成をみた 6)。本来イ側のオーナーシッ

プや自主性を重視すると いう こ と であれば、

JICA専門家である私の協力を得て、 総局自

身が本作業に取り 組むべきと こ ろであるが、

何分総局長を含め6人の局長は極めて多忙な

上、これら局長以外に高等教育政策について

十分理解している人材がいないこ と から 、総

局の協力を得て私が取り まと めること と なっ

た。

　 しかし 、各局長は極めて協力的で、Review
Table自体の内容についても大いに関心を示

し、また、この作成過程でインド ネシアの高

等教育政策について意見交換を行う こと がで

き、実質的にインド ネシアの高等教育政策に

ついてのアド ヴァイスをもなし得たと 考えて

いる。

　 このTableに基づき、今後のこの国におけ

る 高等教育プロ ジェ ク ト を考える 上での

Issuesについてのメ モ7)を作成し、JICA及び

高等教育総局に提出し、それぞれにおいて検

討会（ 総局については、各局長と 個別に議論）

を行った。

　 上記の資料は今後プロジェク ト を発掘・ 形

成していく 上での基本情報と して活用が期待

されるものであるが、さ らに、このよう な作

業を総局長はじめ各局長と と もに行う こ と を

通じて、プロジェク ト 形成プロセスの一つを

関係者がと もに経験するこ と になり 、高等教

育総局内における国際協力に対する主体的取

組みへの学習プロセスの第一歩と 位置付けら

れる。

　 ２ ）「 連携・ パート ナーシッ プ国際ネッ ト

ワーキング・ センター」（ Center for
In t e rna t iona l  Ne twork ing  fo r
Collaboration and Partnership）の設置

　 上記１ ） の作業を進める過程で、私が高等

教育政策を有効に実施し ていく には国際協

力・ 援助をもっと 組織的・ 体系的に活用すべ

き である と 再三指摘し たこ と も あっ て、

2002年1月に標記センターが高等教育総局

内に設置されるこ と と なった。私がこのよう

なセンターの設置を直接提案したわけではな

いが、高等教育総局側において国際協力の組

織的な推進の必要性が十分理解されたこと か

ら 、 こ のセンターの設置に至ったも のであ

る。それにしても 、率直にいってイ側の積極

的なオーナーシップと イニシャティ ヴに驚く

と と もに、改めてできる限り イ側のオーナー

シップを鼓舞しよう と いう 私のアプローチが

誤り ではなかったこ と を認識した。

　 センターの設置に当たって、2001年11月

7日、 高等教育総局は JICAその他の関係の

ド ナー等を招いて設置準備会合を開催した。

その際、今後のセンターの在り 方、特に日本

と の協力の進め方について発表を行った。さ

らに再三にわたり 部内の会議に招かれ、セン

ターの事業について助言を行った。

　 このセンターは、基本的には高等教育の国

際交流・ 協力について高等教育総局における

6) "Review Table of the Implementation of the New Paradigm" (January 17, 2002)
7) “ インド ネシアにおける今後の高等教育プロジェク ト （ 検討メ モ）”（ 2002 年 1 月 21 日） 及び “Toward the

Formulation of New Projects for Higher Education (Memo for Discussion)”（ 2002年 2月 5日））
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窓口・ 調整機関であり 、現在JICAのシルバー

エキスパート 、オースト ラ リ ア、オランダへ

の留学生の派遣等の事業に関わっている。同

センターはまだ設置初年度であるが、しばし

ば見られがちな名前はあっても実態がないと

いう こ と はなく 、現在積極的にその活動範囲

を広げつつあり 、 本専門家も 日常的にアド

ヴァ イスを求められた。

　 ３ ） Silver Experts Package Request 方式

の実現

　 オーナーシップを持ったより 組織的かつ調

整のと れた国際開発援助の活用と いう 観点か

ら直接提案したのが、 JICA の silver expert
（ 日本ではsenior volunteer） へのパッ ケージ

申請と いう アイディ アである。

　 インド ネシアには2002年8月当時で80人

ほどの silver expert が派遣さ れているが、

JICA 側の silver expert への需要の発掘や要

請の審査は、個々の機関等から出されるもの

を受けてその都度調査し検討すると いう のが

実情で、必ずしも戦略的あるいは先方の政策

ニーズに応じ て決定さ れているわけではな

い。 JICA と しても silver expert をより 戦略

的に活用するこ と を模索していた。

　 高等教育関係（ 日本語教育、工学等） の派

遣は 20人ほどであるが、 これらへの申請は

事実上まったく 高等教育総局を通すこと なく

行われていた。正式には高等教育総局の承認

が必要であるが、これはまったく の事後の形

式的手続きに過ぎなかった。 そこ で、 JICA
にと ってもまた高等教育総局にと っても利益

があると 思われる方式と してこ の package
request を提案した。

　 この要請方式においてはまず、高等教育総

局側が JICAの重点領域（ 日本語教育、工学

等）を考慮して 5年程度の受入れ要請計画を

JICAに提出する。 もちろんこの際、 各機関

の要望をどう 勘案するか、どのよう な政策的

配慮をするかなどは総局の責任においてなさ

れる。次に双方がこの計画について基本合意

をする （ むろん計画の修正もあり う る ）。 そ

してこの計画に基づき、毎年正式申請を提出

する。 またこの計画はいわゆる rolling plan
であり 毎年協議の上改定が行われる。この方

式は、若干初年度は手間や時間がかかるかも

しれないが、2年目以降労力と 時間の節約に

なり 、何より も JICAの戦略的意図と 総局側

の政策が反映されやすいやり 方と 思われる。

　 途中様々な紆余曲折があったが、年二回の

シルバーボランティ ア募集のう ち、 2002年

度の前期分については試行的にこの方式を実

施し、後期の募集分から本格的に実施するこ

と で総局と JICA双方の合意をみた。この事

業は総局側では上記のセンターが担当するこ

と と なり 、 その初めての事業だったこ と も

あってセンター側は極めて熱心で、詳細な募

集要項や応募の評価基準を作成し、積極的に

こ の事業に取り 組んでいる 。 募集するシル

バーエキスパート はわずか数名である が、

オーナーシップ意識を高め積極的な主体的取

組みを鼓舞する一つのプロセスと して位置付

けられるものである。

　 ４ ）「 イ－日教育協力連絡会」 の開催

　 さ らに、国際開発協力に対するイ側の組織

的・ 主体的対応を促すためのも う 一つの活動

と して計画されたのが、この「 連絡会」 の開

催である。このよう な会合の開催を思い立っ

たのにはいく つかの理由がある。第一は、イ

側のオーナーシップを高めるためのひと つの

学習プロセスであると の位置付けである。教

育分野に限っていえば、現在、世界銀行やア

ジア開発銀行のイニシャティ ヴによる初等中

等教育に関するド ナー会合（ これには国民教

育省初等中等教育総局も出席している ）が不

定期に開かれている。本専門家は直接の担当

ではないのでこれに出席したこ と はないが、

出席者（ 大使館担当官、 初中等担当 JICA専

門家等） からの報告を聞く と 、イ側は、自ら

主体性をもってド ナー間の援助を調整すると

いう よ り は、いつも援助プロジェク ト の実施

等についてド ナー側から注文や要望を受ける

立場で、いわば“ 宿題を忘れてばかり いる出
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来の悪い生徒” のよう な立場だと いう 。

　 率直に言って、これだけの被援助大国、し

かも 一方では ASEAN の盟主のひと つたら

んと する気概を有してきた国が、このこ と に

ついてこれほどオーナーシップ意識を欠いて

いるのには驚いた。スハルト 体制崩壊後少し

ずつではあるが、新たな国づく り をしていか

ねばなら ないと いう 意識が芽生えつつある

中、形だけでも国民教育省側のイニシャティ

ヴでこのよう な会合を設けるこ と によって、

オーナーシップ意識を高めるのに役立つので

はと 考えたわけである。当初は国民教育省と

JICAを中心と する日本側だけの会合である

が、ゆく ゆく は、国民教育省が教育分野の関

係ド ナーを招集して調整会議を開けるよう に

なればと いう 思いであった。

　 第二に国民教育省自身における縦割り 行政

の弊害の問題がある。日本でも縦割り 行政の

弊害はつと に指摘されていると ころではある

が、 極端に言えば、“ 局（ 総局） あって省な

し ”と いう のが少なく と も こ こ国民教育省の

実情である。

　 着任早々の 2001年 9 月中旬、 JICA イン

ド ネシア事務所の教育担当が事務次官に呼ば

れたのに同行し た。 用件は要するに、 ノ ン

フォーマル教育に情報技術（ IT） を活用する

と いう 同次官が個人的に担ぐプロジェク ト の

“ 売り 込み”であった。しかし ITについては、

当時非公式ではあるが高等教育総局長から既

に 4件の提案がなされており 、また、教育分

野では高等教育分野の事業に重点を置く と い

う 合意が日－イでなされているにもかかわら

ず、このよう な提案が次官から直々になされ

ると いう こ と は、この省全体を統括する立場

である次官ですら教育分野での国際援助につ

いて充分把握し ておら ず、 省内での調整が

まったく 欠如していること を如実に示すもの

であった。

　 そこで、このよう な「 イ－日教育協力連絡

会」 は少なく と も JICAの教育協力に関する

限り 、全省的に情報を共有できる場を提供す

るものであり 、縦割り の弊害を少しでも除去

する第一歩になればと 考えた。

　 もちろん、従来主と して個別の事業を通じ

てのみ話し合いが行われてきた JICA等の日

本側と イ側と が、よ り 広く 意見や情報を交換

する場を設けるこ と 自体、両者の意思疎通を

一層図る上で有益だと 考えた。

　 その実現には、国民教育省側及び JICA側

に解決すべき問題が幾多あったが、 結局は

2002年4月26日になって、 JICAの（ プロ

ジェク ト 等の）ニーズ調査説明会と いう 形で

実現するこ と と なった。事務次官の招集でほ

と んどの総局長が出席したほか、主任視学官

など国民教育省直属機関の長の出席も得られ

た。これだけの幹部を揃えた JICAと 国民教

育省と の対話は初めてのこ と であり 、国民教

育省内において JICA 及び JICA へのプロ

ジェク ト 等の要請について共通の理解が得ら

れたこ と 、また次官から 、今後国民教育省全

体と し て 取り ま と め、 国家開発企画庁

（ BAPPENAS） 8)に要望を提出する態勢を整

える旨の発言があったこ と は、 今後のオー

ナーシップの発揮にと って大きな意義を有す

るものであった。

（ ２ ） 連絡調整的業務

　 １ ） 平成 14年度（ 前年度） プロジェク ト

要請案件の処理

　 平成14年度の高等教育関係プロジェク ト

案件の形成プロセス（ ちょ う ど筆者が着任す

る直前の2001年8月にそのプロセスはほぼ

終了） において、 イ側と JICA側と の間に十

分意思疎通がと られておらず若干の行き違い

が生じ、高等教育総局と JICAの間に位置す

る私が両者の関係修復に尽力せざるを得な

かった｡まさに典型的な連絡調整業務である ｡

次のよう な事態が生じたのである ｡

8) JICAに対しインド ネシア側の要請を集約・ 調整する機能を有している。
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　 この年は、たまたま事前の要望調査説明会

に多く の大学関係者が出席し ていたこ と も

あって、多く の高等教育機関から数十件にも

上る案件が直接 JICA 事務所に寄せられた。

これらの案件は、一応高等教育総局がと り ま

と めた形で（ そして形式的にはBAPPENAS
を通じ ）提出されたこ と になっているよう で

あるが、 実際は何ら 精査さ れたも のではな

く 、 高等教育機関から の案件がそのま ま

JICAに提出されたものである。 そのよう な

事情もあって JICA側が採択するに足る良質

な案件は皆無であった。

　 し かし JICA イ ンド ネシア事務所と し て

は、何と か優良案件を東京に提案する必要に

迫られ、高等教育分野の在イ日本人専門家の

協力を得て7案件を作成し、“ イ側の要望”と

して 2001年8月に東京に提出した。時間的

な制約もあって、残念ながらこれらの案件に

ついて高等教育総局側と の事前の協議はほと

んど行われていなかった｡総局側がこのよう

な提案がなされているこ と を知るのは、翌年

の 1月になってからである ｡

　 一方高等教育総局側では、 2000年7月の

沖縄サミ ッ ト における日本のIT支援表明後、

2001 年には相次ぎプロジェク ト 発掘ミ ッ

ショ ンが来イしたこ と から 、 日本の IT 支援

への期待が高まっていた｡そして、2001年4

月にミ ッ ショ ンに対し教育分野における IT
関連プロジェク ト の提案を 4件提出した。同

総局長と してはこれらの提案は非公式なもの

であるが、その後日本側から何らかの反応が

あり 、それを受けて正式なルート に乗せるこ

と を考えていたよう である ｡しかし 、 日本側

にいかなる事情が生じたのか不明であるが、

その年の末になっても何らのフォローアップ

はなかった｡

　 これらの行き違いの結果、イ側に何がしか

の誤解や不信感を生み出したこと は間違いな

い。実際総局長もある種の苛立ちを募らせて

いると の情報が、直接、間接に私にも伝えら

れた。この間双方の間に立って関係修復に向

けいろいろ尽力したが、結局2002年2月に

入って、私の方から総局長に対しこれまでの

事態を率直に説明し、「 ITについて日本から

のミ ッ ショ ンが何度も来て、局長自らが国民

教育省の取り まと め役と なって具体的な提案

まで作成・ 提出していながら 、東京から何ら

反応もないこ と に同情すると と もに、このこ

と について、日本に成り 代わって私からお詫

び申し上げる。現段階では次年度の要望調査

に正式に載せること を考えること が建設的で

あり 、 私もアド ヴァ イザーと して尽力する」

旨述べた。私がこのよう なこ と を発言する立

場にあったがどう か、いまだに釈然と しない

が、しかしこの問題についてどこかで区切り

をつけておかなければ、これまで極めて良好

であった JICAと 高等教育総局と の関係を損

ねるこ と にもなり かねないと 思い、このよう

な発言を行った。これで事態は一応収拾する

こ と と なった｡

　 以上、昨年度のプロジェク ト 形成過程につ

いて縷々述べてきたが、これは、スハルト の

“ 開発独裁” 体制の崩壊以降、 援助に対する

従来の“ 物乞い” 的態度から“ オーナーシッ

プを持って援助を活用する ”と いう 態度へと

少しずつではあるが意識変革が起こり つつあ

る中で、今、イ日双方で合意を得ながらプロ

ジェク ト を形成していく 過程そのものが重要

であるこ と を強調したかったに過ぎない。

　 ２ ）平成15年度のプロジェク ト の発掘・ 形

成

　 上記のよう な前年度の経験を踏まえ、連絡

調整を密にして高等教育総局と JICAと の意

思疎通を図る一方、“ 国際教育協力を活用す

る力” の形成と いう 観点から 、イ側が主体的

にこの作業に取り 組むべきであると の方針で

臨んだ｡

　 まず従来の専門家が行ってきたこと を踏襲

して、 先に行った Review Table 作り や前任

者が行った大学の管理運営に関する調査研究

の成果を踏まえ、 2002年 2月の下旬から私

の方で 3 つのプロジェク ト 案作り を開始し
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た。これと 平行して、これらの案について関

係の局長やイ側大学関係者、さ らには日本人

専門家と の意見交換を行った。この結果3案

のう ち、特にイ側が関心を示し、またこれま

でもイ側独自に小規模ながらパイロッ ト 事業

が実施されてきた、産学地9)の連携について

のプロジェク ト 案作成を本格的に進めること

と した。

　 しかしプロジェク ト の形成過程にできるだ

けイ側が主体的に関わるよう にすると の観点

から 、本専門家がすべてプロジェク ト 案を書

く こ と はぜず、 こ のテーマについてワーク

ショ ップを主催するなど積極的な姿勢を示し

ているガジャマダ大学に対し、私の当初案を

示しプロジェク ト 案作成の意志を打診した。

同大学はこれを歓迎し、当初案をさ らに発展

させた総合的な産学地連携計画を作成しこれ

を高等教育総局に提出した。

　 一方 2002年 4月に JICAの要望調査が始

まった段階で、昨年の轍を踏まないため、総

局長に対しこの調査の趣旨や手順、さ らには

JICAの優先課題やそこにおける高等教育の

位置付けなどを説明し、その準備を行う よ う

アド ヴァ イスを行った。 同局長は、 2002年

4月 26 日に行われた「 イ－日教育情報交換

会」（ Need Survey 説明会） において、 同総

局からの要望と して BAPPENAS に提出を

希望する 6つのプロジェク ト 案を明らかにし

た。これらの提案は、基本的には昨年正式な

ルート に乗らなかった IT 関連プロジェク ト

等“ 積み残し ” 案件を正規のルート に乗せる

と いう ものであった。と にかく パイプライン

に詰まっているものを正規のルート に乗せ、

日本側の正式な判断を求めたいと いう 気持ち

は理解できるものであった。これで前年度の

若干の行き違いが一掃さ れるこ と を期待し

た。

　 その後5月に入り 、提案されたプロジェク

ト の詳細の詰めについてアド ヴァイスすると

と もに、これらプロジェク ト の提案に対する

本専門家なり のコメ ント を総局長に伝えてお

いた。

　 こ の過程での JICA に対する作業と し て

は、 JICA事務所でのスク リ ーニングのため

の要請案件調査書（ 和文）の作成と 、JICA事

務所内でのスク リ ーニングを経た要請案件に

ついて英文の正式要請書作成があった｡本年

はいずれも私が他の日本人専門家の協力を得

て行ったが、後者については、本来高等教育

総局のし かるべき部署が行う べきこ と であ

り 、この点について、担当局長に申し入れを

行い次年度からこの局で行う 旨合意を得た。

　 ３ ） その他の連絡調整等の業務

　 上記の高等教育総局のために行う 活動以外

に、直接的には JICA自体の業務に関わって

本専門家が協力するものも少なく なかった｡

まず JICAが 2002年度の国別事業実施計画

策定を進める中、これに協力して2001年12

月高等教育関係部分の案を執筆し提出した。

加えて、 2002 年度に入って JICA 内におい

てプログラム協力が本格的に進められること

になり 、その作業への協力と してプログラム

協力における高等教育の位置付けについて、

2002年4月、 本専門家の私案10)を作成し提

出した。 またあわせて、 JICAが行った高等

教育関係事業の“ プログラム協力マト リ ッ ク

ス ” 作り の作業に対し、同年5月データの提

供を行った。 さ ら に要望調査が本格化する

中、同月、プロジェク ト 等のスク リ ーニング

の基準や観点について本専門家なり の案11)を

作成し提出した。

　 これらの協力については、高等教育総局の

アド ヴァイザーはイ側と 日本側の橋渡しの立

場にあると 考え、直接に協力が求められてい

ない場合にも積極的に取り 組んだつもり であ

る。

9)

 

「 地」 は地域社会。
10) 「 イ ンド ネシアにおける今後の高等教育分野の支援の在り 方（ 私案メ モ）」 pp.1-7、 2002年 4月 17日
11)「 プロジェク ト 等の提案に対する評価（ 選考） 基準いついて（ メ モ）」 pp. 1-2、 2002年 5月 21日
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　 その他、在任期間中に実施されていた、高

等教育開発（ HED）プロジェク ト 等の関係者

と 折に触れ情報・ 意見交換を行い、高等教育

総局アド ヴァイザーと いう 立場からの率直な

助言も行った。 また、 国際協力銀行（ JBIC）

が2002年6月から実施している高等教育セ

ク ター調査について、 高等教育総局のアド

ヴァイザーと してその実施態勢の構築と 調査

内容の確定等に協力を行った。

４ ． 　 若干の教訓と 提案

（ １ ） TOR

　 先に案件形成の一つの苦い経験について述

べたが、専門家の派遣もこのよう な案件の一

つであり 、 TOR が実際の途上国のニーズを

反映しているかどう かは、案件形成の過程で

当該国側と いかに良好な意思疎通が図られて

いるかにかかっていると いっても過言ではな

かろう 。

　 また途上国側受入れ省庁の能力形成の度合

によっても 、専門家に何が期待されるかが異

なってこ よ う ｡まったく 能力を欠いている場

合には、当該国政府に代わってすべてのこ と

を行う と いう 、いわば“ 完全役務提供型” の

専門家が必要なこ と もあろう ｡

　 いずれにし ても 、 し ばし ば同じ ポスト に

10 年あるいはそれ以上にわたり 、 専門家が

派遣されると いう 現象も見られ、途上国側の

ニーズの変化、能力の発展の度合等を考慮し

たえず TORを改訂すると と もに、 ポスト そ

のものについても見直しを行う 必要がある ｡

（ ２ ） 役務提供から持続可能な能力形成へ

　 １ ） 能力形成型専門家

　 これまで縷々述べてきたよう に、本論の一

つの明確なメ ッ セージは、 政策アド ヴァ イ

ザーと いい調整型専門家と いい、いつも日本

から人材を提供し日本の開発協力事業の円滑

な実施を図ると いう 発想はそろそろ止めにし

てはどう かと いう こ と である ｡むろん、 外国

からの支援を有効に組織・ 活用できる能力を

十分有していない国の方が多いこと は事実で

あろう 。 し たがって、 短期的には政策アド

ヴァ イ スや援助調整への支援が必要であろ

う ｡しかしそれは永続するものではなく 、 持

続可能性と いう こ と を考えると 、当該国側に

そのよう な能力が身につく よう なプロセスが

必要である ｡単なる役務提供であってはなら

ない｡今こそ、 役務提供型専門家から能力形

成型専門家へと さらなる発想の展開が必要と

思われる ｡

　 ２ ） プロジェク ト と しての“ 国際教育協力

を活用する力” の形成

　 このよう に個別派遣専門家の役割を捉えな

おすならば、“ 国際教育協力を活用する力”の

形成と いう ひと つのプロジェク ト を構想し得

る ｡現在の JICA のスキームでは必要に応じ

様々な投入を柔軟に活用でき、長期専門家の

派遣のみなら ず、 日本その他の国々での研

修、複数の短期専門家の派遣など多く の組み

合わせが考えられる ｡

　 この際留意すべき点は、単に個々人に能力

が身につく と いう だけでなく 、私が試みたよ

う に、このよう な能力の形成と は、組織の中

に国際協力のための仕組みやシステムを作っ

ていく と いう 過程でもある。したがって、い

わば組織と しての学習プロセスと いう こ と も

できる。

　 またこのよう な“ プロジェク ト ” に求めら

れる専門家は、個々の分野のスペシャリ スト

と いう よ り は、制度や仕組み作り と その運営

に長けたマネージャータイプのどちらかと い

えばジェネラ リ スト が求められるであろう ｡

　 ３ ） 目標設定と 評価

　 これまでは、個別専門家については、雑多

な役務提供が求められているためかプロジェ

ク ト について行われているよう な評価は行わ

れていない｡しかし上記のよう に能力形成と

いう 一つのプロジェク ト と して捉えると 、他

のプロジェク ト と 同様上位目標、目的、成果、

活動など PDM(Project Design Matrix) を定
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め、それに照らして評価を行う こ と もできよ

う ｡さ らにプロジェク ト と 同じよ う に扱う と

すれば、3年と か5年と かの期限付きであり 、

たえず見直しが行われるこ と にもなる ｡

おわり に

　 私が職務を遂行する上で常に心がけたこと

は、私は JICAの専門家であると 同時に、高

等教育総局のアド ヴァイザーであると いう こ

と である。すなわち総局の一員でもあると の

意識を常に持ち続け、総局の立場に立っても

のを考えるこ と を忘れないよう にした。しか

し一方で、本専門家は単なる総局への役務提

供者ではないと いう 点にも十分留意した。さ

らには、本ポスト は JICAと 高等教育総局を

橋渡しする単なる調整員ではなく 専門家であ

ると の自覚を持つ必要があると も痛感した。

このよう な微妙で合い矛盾するよう な職務を

遂行するには、やはり 、インド ネシア側の何

を変えるために当該専門家がここに派遣され

ているのかを十分明確にする必要があると 思

い、上記「 ２ 」 で述べたよう な活動目標を掲

げ、「 ３ 」 のよ う な活動をし、そして「 ４ 」 の

よ う な提案を行ったのである ｡

　 要するに優れた“ 顔の見える ”専門家と は、

いずれはカウンターパート の陰に隠れて“ 顔

が見えなく なる ”専門家と いう こ と であろう

か｡




